
雇用維持に取り組む中小企業事業主を支援する 

 

 

説明会・相談会 開催のご案内 
主催 岡崎商工会議所・中小企業相談所／岡崎公共職業安定所 

東日本大震災の影響による受注減などで、当地域におきましても休業を余儀なくされてみえる

企業が見受けられます。 

こうした中、国においても「中小企業緊急雇用安定助成金制度」の支給要件に新たな特例を設

けるなど、雇用維持への支援を強めています。 

そこで岡崎商工会議所では、同制度の説明会を次のとおり開催いたします。 

また、説明会終了後、社会保険労務士による個別相談も行いますので、制度の活用に向けてぜ

ひご参加くださいますようご案内申しあげます。 

【 開 催 要 項 】 

◆日  時  平成２３年４月２７日（水） 午後２時～３時 説明会 

                     午後３時～５時 個別相談 
 
◆会  場  岡崎商工会議所 ４０１会議室（４階） 
 
◆内  容  １．中小企業緊急雇用安定助成金制度の概要・変更点等について 

       ２．その他 
 
◆講  師  愛知労働局 あいち雇用助成室 担当官 

 

◆相談対応  社会保険労務士 三浦太介氏・平野謙吾氏 
 
◆受 講 料  無料 
 
◆申 込 先  岡崎商工会議所 中小企業相談所 担当：柴田浩志 

       ＴＥＬ：５３－６１９３ ＦＡＸ：５７－２１８９ 

 

 

「中小企業緊急雇用安定助成金制度説明会」受講申込書 

平成２３年４月  日 

個別相談希望 希望する    ※ご希望される方は○をご記入ください。 

受 講 者 氏 名 職 名 受 講 者 氏 名 職 名 

    

    

事業所名  業種  従業員数  

連絡担当者名  ＴＥＬ  ＦＡＸ  

※ご記入いただいた情報は、商工会議所からの各種連絡・情報提供のために利用するほか、講師には受講者名簿として配布します。 

「中小企業緊急

雇用安定助成金」

については裏面

をご覧ください。 
     ⇒ 



 

 

東日本大震災に伴う経済上の理由により 

事業活動が縮小した場合に雇用調整助成金が利用できます 

 

 

 

 

 

 

 

（具体的な活用事例） 

○ 交通手段の途絶により、従業員が出勤できない、原材料の入手や製品の搬出ができない、来客が無い等

のため事業活動が縮小した場合。 

○ 事業所、設備等が損壊し、修理業者の手配や部品の調達が困難なため早期の修復が不可能であり生産量

が減少した場合。 

○ 避難指示など法令上の制限が解除された後においても、風評被害により観光客が減少したり、農産物の売

り上げが減少した場合。 

○ 計画停電の実施を受けて、事業活動が縮小した場合。 

 

（主な支給要件） 

○  最近３か月の生産量、売上高等がその直前の３か月又は前年同期と比べ５％以上減少している雇用保険

適用事業所の事業主が対象となります。（事業活動の縮小） 

○  休業等を実施する場合、都道府県労働局又はハローワークに事前にその計画を届け出る必要があります

ので、本助成金を受給しようとする場合は、労働局又はハローワークにお問い合わせください。 

 

震災に伴う特例 

① 青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県、長野県のうち災害救助法

適用地域に所在する事業所の場合 

② ①に該当しない事業所であっても、上記の災害救助法適用地域に所在する事業所と一定規模以

上（総事業量などに占める割合が 3分の 1以上）の経済的関係を有する事業所の場合 

③ 計画停電の実施地域に所在し、計画停電により事業活動が縮小した事業所の場合 

以上の場合は、最近 3 ヶ月ではなく最近１か月の生産量、売上高等がその直前の 1か月又は前年

同期と比べ５％以上減少していれば対象となります。（平成23年6月16日までの間は、震災後1ヶ

月の生産量などが減少する見込みでも対象となります。） 

 

また、①の場合は、本来は事前に届け出る必要のある計画届の事後提出が認められます。 

（平成23年6月16日まで） 

【概要】 

雇用調整助成金（中小企業緊急雇用安定助成金を含む。）は、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主が、従業員の雇用を維持するために、一時的に休業等を行った場合、当該休業等に係る休

業手当相当額等の一部（中小企業で原則８割）を助成する制度です。 

本助成金は、東日本大震災に伴う「経済上の理由」で事業活動が縮小した場合についても利用することが

できます。また、この場合、雇用の維持に取り組む事業主の皆様をより迅速に支援できるよう、支給要件の

緩和も行っています。 

※ 東日本大震災を直接的な理由（避難勧告・避難指示など法令上の制限を理由とするもの等）とした事業活動の縮

小については、「経済上の理由」に該当しないため、本助成金の対象になりません。 

 

 

 




